
１次エネ基準値

基準値から15%減

基準値から20%減

基準値から10%減

約半数分の
中小生産者は
トップランナー

対象外

大手生産者のみ
トップランナー制度
１次エネ10%減

届出義務
すでに７割適合

半数の
中小は
対象外

大手生産者のみ
トップランナー
１次エネ20%減

ZEH率
25%

大手のみ
トップランナー
１次エネ15%減

省エネ基準
説明義務

それ以外も「省エネ20%だけZEH」を達成しても
現在の省エネ基準＆トップランナーからの

積み増し効果はごく限られる！

通年で差し引き
ゼロエネ

オールシーズン
ゼロエネ

住宅種類（年間新築数）
注文戸建（約28万戸） 分譲戸建

（約15万戸）
分譲共同
（約12万戸）

賃貸(約40万戸)

省エネ基準やトップランナーからの積増は極小 2019年の『ZEH』からは大幅後退の逆コース

施主が
了解
すれば
不適OK

適合

義務

なし

不適
OK

「省エネ20%だけZEH」に積増効果はあるのか？

2019年計画では2030年に太陽光込の『ZEH』ストック313万戸を想定
実現には2030年の新築シェア 戸建70%・共同25%を『ZEH』する必要あり

太陽光抜きの「省エネ20%だけ平均ZEH」にダウングレードすれば
2019年計画からの大幅な後退「逆コース」は避けられない！

注文戸建はすでに
太陽光込ZEH２５％
省エネ基準適合８７%
積増効果ほぼゼロ！
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脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会 参考資料１ 国土交通省説明参考資料

省エネ基準適合率は大・中規模住宅で約７割 小規模住宅で87% に達している

大規模・中規模住宅は
届け出義務化が開始済

すでに適合率７割

小規模住宅は
説明義務化

すでに適合率87%程度
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「省エネ20%だけZEH」 は省エネ基準の断熱等級４でも「エコキュート」・「LED照明」だけで実現可能

断熱は省エネ基準の等級４のまま

エコキュート設置

LED照明を設置

エコキュートと
LEDで

省エネ20%減を
簡単に達成！

「省エネだけ20%」は現状で当たり前に実現できるレベル 2030年に向けた積増効果は期待できない
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2015年計画（第一次答申）
省エネ基準の適合義務化を前提

太陽光発電は含まず
高効率設備の重複は除外(11%)

2019年計画（第二次答申）
適合義務化見送る代わりに

2030年ZEHストック313万戸と想定（未公表）
このZEHは明らかに太陽光の創エネを含む
高効率設備とのダブルカウント発生

かつてのNDC26%目標における省エネ計画
業務部門（建築）家庭部門（住宅）

積み増しほぼゼロ
誰がどのような根拠で計算したのか

公表されていない

現在のNDC46%目標における省エネ計画

2021/05/21 第34回総合資源エネルギー調査会省エネ
ルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小委員会

2019年の計画変更において適合義務化を見送り、太陽光込の『 ZEH 』が急拡大するという極端に楽観的な想定
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2019/01/18 ○資料3-1_パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画等におけるエネルギー消費量の削減目標について
https://www.mlit.go.jp/common/001272504.pdf

適合義務化を見送った第二次答申に「第一次答申の省エネ目標の達成は可能」と明記（詳細は公開せず）
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今泉太爾様：2050年カーボンニュートラルへの住宅政策の迷走 https://wellnesthome.jp/8265/ 13



2015年計画（第一次答申）
省エネ基準適合義務化を前提

太陽光発電は含まず高効率設備の重複は除外

2019年計画（第二次答申）
2030年ZEHストック313万戸と想定（未公表）
明らかに太陽光の創エネを含む『 ZEH 』を想定
高効率給湯機・照明とのダブルカウント発生

今泉太爾様：2050年カーボンニュートラルへの住宅政策の迷走 https://wellnesthome.jp/8265/

2019年の第二次答申において、太陽光込の『 ZEH 』の普及メインに政策の大転換が行われていた

太陽光込の『ZEH』が
省エネ計画の過半に
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